
はじめに

　本稿は２０１６～１７年の二年間，立命館大学産業社会
学会の後援によって行われた「東京オリンピック・
パラリンピックに関する研究」プロジェクトの中間
報告を行うことを目的としている。本プロジェクト
研究は制度の改変により１７年度に終了したが，その
後プロジェクトは継続して行われ，２０１９年に叢書と
しての出版を予定している。ここでは雑ぱくではあ

るがその焦点となる諸論点に関しての議論内容と見
通しとを中間報告としてまとめることとしたい。
　２０２０年の「東京オリンピック／パラリンピック」
（以下東京オリパラと略称）に関する研究は産業社
会学部をはじめとする学生，院生の間でも関心が高
いにもかかわらず，ビジネス書での公刊は散見され
るが，いまだその位置づけをめぐる社会科学的な研
究という点で公刊に至っている文献は少ない。本稿
は中間報告ではあるがその意味で，今後研究を進め
て行くにあたっての一つの討論素材ともなるよう論
述していきたい。もちろん進行中の事態であるから，
今後の議論は多様に展開されると思われる。本稿で
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研究ノート

「東京オリンピック・パラリンピックに関する研究」
プロジェクトの中間報告

川口　晋一ⅰ，山下　高行ⅰ

　本稿は２０１６～１７年度，立命館大学産業社会学会の後援によって行われた「東京オリンピックに関する研
究」プロジェクトの中間報告を行うことを目的としている。本プロジェクトは，研究対象を「東京オリン
ピック／パラリンピック」としているが，研究内容自体は２０２０東京大会を契機とした日本のスポーツの場
の転換を大枠で検討することを目的としている。１９６４年大会と同様，２０２０年大会の開催は，イデオロギー
を含め今後の日本のスポーツの場の大きな転換を惹起するものとなるだろう。そう予測しうるのは，そこ
では１９８０年代より開始された新自由主義的な政策転換を背後の社会的文脈としているからである。その文
脈の中ですでにスポーツの場においても，これまでスポーツ自体の大規模なビジネス化，指定管理者制度
に典型的に見られるスポーツ行政の市場化，また受益者負担主義や「市民の自立と自己責任」を強調する
地域スポーツ政策の展開とそれを支えるイデオロギーとしての「新しい公共」等々が創り出され，政策化
されてきている。今回の大会はこの文脈にのっとりそれを一層進める契機となる可能性を秘めているとい
うだけでなく，むしろ大会自体がそのために行われると言ってもよいだろう。本稿はスポーツの場で生起
しつつあるこのような新自由主義的レジームの形成を，主に「東京オリンピック／パラリンピック」の性
格，および日常圏のスポーツ振興において進められ，あるいは検討されている施策方向などの二点から検
討し，その対立点を示すとともに対抗基盤はどこに求められうるのかということについて，プロジェクト
の検討を踏まえ中間報告として概説的に論じる。
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はその出発点となるいくつかの論点の提示するもの
としたい。

新自由主義と 
「東京オリンピック／パラリンピック」研究

　「新自由主義」とは経済政策的な意味で語られる
ことが多いが，むしろそれは本源期の自由主義を基
にした考え方やコンセプトの枠組みであると捉える
方がよいであろう。それが「新」であるゆえんは，
この枠組みの形成が本源期とは異なり，逆に国家と
結びつき，それを利用して行われるという点にある。
この意味で「強い国家」という論調が主軸となる諸
国で現れてくるのは偶然ではない。他方でまた，そ
の形成の動因にはグローバル化する世界市場形成の
動向が存在することも本源期と相違する特徴である。
この両者の関係は確かに矛盾として現れる。それゆ
え，グローバリゼーションが議論された初期の段階
では脱国民国家のほうが議論の焦点であったと言え
る。「自由主義」と「グローバリゼーション」，「国
家」との結びつきは必ずしも必然ではないが，しか
しこの連結が新しい自由主義の今日の特徴になって
いる。このような性格を持つ諸施策への転換が今日
の日本の様々な政策を枠づけてきていると言えよう。
スポーツもその一環にあることは言うまでもない。
　スポーツはすでにアルチュセールが指摘している
ように「国家のイデオロギー装置」として位置して
おり，その重要性はメディア化され，各国で文化の
中に占める位置が拡大されるに従い，ある意味でナ
ショナリズムとの強い結びつきをもった戦前以上に
ますます国家にとっても重要なものとなってきてい
る１）。その重要性は一方では直接の市場としてであ
り，後述するように９０年代に現れた大規模なスポー
ツビジネスプランの中での通産省産業政策局長の言
説を引けば，「２１世紀には基幹産業の一翼に組み込
む」とされるまでに巨大市場を形成する可能性を持
つに至っている（『スポーツビジョン２１』）。他方で，
国民のスポーツ享受の保障として，７０年代以降，曲

がりなりにも福祉国家システム（ケインズ的国家）
の中に政策的に位置づけられてきた市民スポーツ
（生涯スポーツ）は，背後に一貫して社会統合，社会
的安定装置と結びついた施策展開の性格を持ち続け
てきていた２）。アルチュセールが主要に意味してい
るのはこの側面であるが，このような面も含め，今
日の新自由主義的転換の中でスポーツの施策方向は
大きな転換を余儀なくされてきていると言ってもよ
いであろう。例えば，それはイデオロギーレベルと
してみれば，今日新たに強まる競争社会の形成の中
での新優生学的メッセージを表象するもの，あるい
はその一端として現れてくるのかもしれない。私た
ちはその検討も別に俎上に載せているが，ここでは
まず今日の中心的焦点となっている東京オリパラと
市民スポーツ政策の展開について，その意味や変化
の動向について，新自由主義的施策展開と従来の福
祉国家的政策との相克，あるいはその掘り崩しとい
う点を中心に仮説的な見取り図を示してみたい。そ
のため本稿では，第一に「東京オリンピック／パラ
リンピック」とはいかなるものなのか，その性格を
明らかにするとともに，第二に，それと前後して日
常圏のスポーツにおいて進められている転換方向を
検討し，その対立点を示すとともに，対抗基盤はど
こに求められうるのかということを概説的に論じる
こととしたい。繰り返しとなるがこの全面的な答え
の展開は，引き続く研究を経た出版物の中で順次公
刊してきたい。

１．「東京オリンピック／パラリンピック」とは
どのような意味を持つのか

　東京オリパラを見る上で重要なのは，それが単に
四年に一度のビッグイベントが偶然招致されたもの
として捉えるのではなく，２１世紀に入り，時代が大
きく変化していく中で行われる，その必然の中で開
催されるという歴史的な理解がまずは必要である。
スポーツはしばしば文脈依存的であり，現れている
現象もそれぞれの背景をなしている歴史的社会的文
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脈との関連で検討する必要がある。その意味で，こ
の２０２０年の東京大会はまさに新自由主義を基調とす
る社会形成のただ中で行われるという文脈から読む
ことが必要なのである。なぜ安倍政権と政府財界は
財政赤字がこれほど叫ばれる中で，３兆円にまで膨
らむ巨大大会の開催にあそこまで熱心なのだろうか。
そのことの意味はこの社会的文脈との関連なしには
理解し得ない。よく言われる「経済波及効果」とい
う観点からであろうか。すでにこの点は多くの研究
の中で，長期的スパンで見た場合そのような効果は
ほとんど見込むことができないと言うことは明らか
になっている。ではなぜなのであろうか。その答え
は近年の開催地の立候補の状況のなかにある。
　ごく近年のオリンピックは，ロンドン，ニューヨ
ーク，パリ，東京などのメガシティが立候補してい
ることが特徴である。それは過去の日本や韓国のよ
うに，先進諸国にキャッチアップした国の威信の表
象の場ではなく，すでにグローバルなレベルで表れ
ている巨大都市間の「都市間競争」の中に位置して
いるのである。サスキア・サッセンがすでに指摘し
ているように，それはグローバルメガシティ間のヘ
ゲモニーを巡る競争であり，そのための大規模な都
市改造とメディアを巻き込んだメガシティとしての
表象を目指しての競争なのである（サスキア・サッ
セン， ２００１＝２００８）。まさに都市を単位とするオリ
ンピックというグローバルなスポーツ大会の開催は
そのための重要な契機として位置している。それゆ
え国を単位とするFIFAワールドカップなど他のメ
ガイベントとは異なり，この大会は東京という地域
性を離れることはなく，他の地域への波及は極めて
限られる。３兆円と見積もられる予算の大半は東京
に投入されるのである。
　では当初盛んに喧伝された東北大震災の復興とい
う強い言説はどのような意味を持ったのだろうか。
すでにプロジェクトメンバーの市井吉興によりまと
められ，英国にて報告されているが３），私たちはこ
れを説明する二つの別様の研究を手にしている。一
つはナオミ・クラインの“ショック・ドクトリン

（惨事便乗型資本主義）”という主張であり（Naomi 
Klein， ２００７＝２０１１），他の一つは，近年注目されて
いる『祝祭資本主義とオリンピック』として公刊さ
れたまさに近年のオリピックの性格を説明する研究
である（Jules Boykoff， ２０１４）。「大惨事」と「祝祭」
という対照的な言説で表されているが，説明する論
理は同一のものである。ここでは「惨事」や「祝祭」
という非日常的な出来事，あるいはそのショック状
態を利用して，通常では行い得ない政治・経済シス
テムの急激な転換を企図するプロジェクトが作動し
ていることが告発されている。言うまでもなく両者
は明確に新自由主義的秩序の構築にその焦点を置い
ている。この指摘は東京オリパラにも当てはまると
いえるだろう。
　東日本大震災と福島原発を逆のプロモーション言
説として位置づけたにもかかわらず，メッセージは
東京という開催都市に収斂していき，今や災害と東
京を結びつける言説も忘れさられたものとなってき
ている。その他の地域においてはその関係性はおお
かた観光客の増加という程度の関心にとどまるもの
となっており，この大会の意味や重心がどこに置か
れていたのかを露わに見せ始めている。それはメガ
シティとしての東京の構築と新たな新自由主義的秩
序と制度とを作り上げていくことと言いえるだろう。
それゆえ東京オリパラは一過性の競技大会というわ
けではなく，時代転換の大きな転轍機の役割を果た
しうるのである。
　そのため東京オリパラを巡る研究課題は二つの点
に見いだされる。一つはこの契機を経て，日本のス
ポーツの場がどのように新自由主義的に再編される
かを見据えることである。このことは後述したい。
もう一つはこの大会自体が私たちの生活や生き方と
どのような接点を持ちうるのか。とりわけ都市空間
─言説やイデオロギーまでも含む，物理的だけでは
ない空間─それは物理環境の改変によってもまた創
りだされる─がいかなるものになるのであろうか，
ということである。
　この後者の課題の参考として，私たちは歴史の中
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に現れた人工的な巨大都市の再編の経験をいくつか
持っている。一つの参照点として私たちはそれをシ
カゴという巨大都市の改変とスポーツの関係の中で
先行的に検討してきた。ここではその検討状況につ
いて概要を記しておきたい。

２．都市設計と人─シカゴの事例から

　２０世紀初頭からその規模を急速に拡大し，アメリ
カ第２の都市としての地位を長く保っているシカゴ
市は，１８３０年にはまだ都市の形さえ持っていなかっ
た。１９０年弱のその歴史は，正に都市設計と人につ
いて考えるのに相応しいものと言えよう。また，現
在にいたる都市変容に関わる社会的文脈とスポー
ツ・レクリエーションとの関連，そして２０１６年IOC
オリンピック大会招致に関わる動向など，都市，生
活，人間とオリンピックの関係について考察する上
で格好の例となる。このような視点から，シカゴ市
の都市的な特徴と都市設計の背景について概観し，
東京オリパラと都政およびスポーツの場・政策を見
通すために得られた成果・課題について記す。
　都市設計という点に関して，シカゴは既に巨大イ
ベントである１８９３年に万国博覧会を開催し，その会
場の整備を通して新興の産業都市を白人文化の象徴
としてイメージ付けすることに成功している。しか
しその後，経済移民を中心に人口が膨張する中で，
人々の生活における様々な文化的・社会的な葛藤が
生じ，行政的な介入が強く求められるようになった。
この動きは，大きくは全米に展開した「都市美化運
動」として，中・上流階級が求める公共空間として
景観公園を建設することと繋がるものであった。し
かし，一方では多様な人種・民族を受け入れて持続
的な発展を得るための大きな特徴として，公共空間
としての近隣の小公園建設を必須とした。そして，
それらの公園・レクリエーション施設は生活空間の
地理的分断あるいは文化的融合の場としての複雑な
機能的働きを持ちながら，その都市的な過程および
拡張を支えた。具体的にはダウンタウン・中心商業

区域およびその隣接居住区の環境悪化・衰退とその
再生・再開発，そしてコミュニティの人種的・民族
的モザイク化の定着，またそれらのことと関連した
行政・政策の独立・分離および統合化など，その歴
史的な過程において人々の生活を大きく変化させて
きたのである。
　シカゴ市がオリンピック開催の候補地となったの
は２０１６年大会が初めてのことではなく，１１４年前，
アメリカ合衆国における最初の開催都市としてほぼ
決定していた。１８７１年にはいわゆる「シカゴ大火」
により，その三分の一を焼失したこの都市は，その
後に復興を遂げ，１８９０年に人口が１００万人を突破し
た。そして，先にも触れたコロンブスの新大陸発見
４００年を記念したコロンビア万国博覧会を開催し，
世界にシカゴの名を知らしめた。この様な都市的な
名声と近代オリンピックの復興（１８９６年）に多大な
貢献をしたアメリカ合衆国に対して，IOCは１９０４年
大会をシカゴ市に内定させていたのである。しかし，
セントルイス市４）が招致に乗り出し，シカゴに対
抗しようとした。都市間競争で遅れを取っていたセ
ントルイス市が最終的に選ばれたが，それは現代の
グローバル都市の競争を彷彿させるものであった。
　オリンピック招致に失敗した後も，主にヨーロッ
パ移民によって人口を膨張させてきたシカゴは，第
１次大戦後も南部から黒人の流入により都市部の人
口を拡大させ，ニューヨークとは異なり，その人口
を減少させることはなかった。１９５０年代になっても
その状況は続き，黒人の人口は増加し続けた。その
ことが製造業の配置および住宅環境を変化させ，引
き続きコミュニティにおける公共空間の整備が都市
を設計する上で重要な課題となっていた。こういっ
た動向はある程度アメリカの都市化に共通する問題
ではあったが，１９７０年代になると都市部の人口が減
少，郊外への流出による都市圏の拡大を招き，メト
ロポリタン・シカゴを形成するようになった。この
変化の中でさらに黒人人口の割合は増加し，都市部
の雇用が減少し，貧困率が大幅に増加する現象が
１９９０年代まで続いた。
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　１９８０年代以降，ロサンゼルスに人口数で追い抜か
れ，生産拠点としての位置づけを変化させつつあっ
たシカゴであるが，合衆国におけるニューヨークに
次ぐ，経済・金融の主要な拠点としての地位は保ち，
グローバル都市としての存在を追求し続けることと
なった。そこで特に重要となったのが，１９９０年代以
降のRichard M. Daley市長（１９８９-２０１１）のもとで
の新自由主義的政策の展開である。２０１６年のオリン
ピック招致に名乗りを上げたのも，その間のシカゴ
市の経済政策と都市設計を象徴する出来事であろう。
特に，近年のシカゴは，「シカゴ・プラン５）」以降に
公共の空間として埋め立てられ，拡張・整備されて
きたミシガン湖畔レイクフロントやダウンタウンの
再整備を，ツーリズムに力点を置いて行ってきた。
既に「公園都市」（“City in a Garden”）と呼ばれ，
６００箇所以上の公園・レクリエーション・スポーツ
施設を持つシカゴでは，シカゴ公園局（Chicago 
Park District）が市から一定程度独立する形で市民
の豊かな生活を担ってきた。しかし，観光・ツーリ
ズムへの投資およびオリンピックなどのメガイベン
ト誘致による既存施設・設備に対する財政的圧迫が
予想され，市民はそのことに敏感に反応した。そし
て，オリンピック招致に反対する運動も決して小さ
いものではなかった。このような反対運動の批判を
かわし，IOCにアピールするためか，Daley市長は
オリンピックにおける黒人差別の象徴とも言える，
ジェシィー・オーエンスの名を冠した「ジェシィ
ー・オーエンス公園」６）を前面に押し出したアピー
ルを行っている。新たな屋内スポーツ施設を同公園
に建設し，公園行政を支えるスポンサー企業と共に
オーエンス氏の業績をたたえ，近隣の公園の重要性
について触れるスピーチ７）を行っているのだ
（Public Building Commission of Chicago， ２００９）。
　シカゴは典型的な新自由主義的な都市と表される
が，グローバル都市としての機能は東京・ニューヨ
ーク・ロンドンと比して限定されている。しかし，
メトロポリタン領域の広大さ，地域経済のスケール，
そして企業的位置付けの重要度においてその特徴を

持っている。以上のようなシカゴ市およびその都市
圏の歴史的な展開を概観し，本プロジェクトに関わ
って以下の３つの問題・課題を見出している。
１　都市設計と生活変容の課題：特に居住・公共空
間におけるスポーツ・レクリエーション施設の成
立・配置・再編に関わって
２　グローバル都市の諸相と空間的編成：特にツー
リズム政策と公共空間の再開発と市民生活の質的変
容に関わる問題
３　近隣スポーツ・レクリエーション施設に関わる
財源管理と住民の権利意識に関わる課題：オリンピ
ック招致反対運動から見える問題について

３．日常圏のスポーツにおいてすすめられる 
新自由主義的転換とその方向

　東京オリパラに関しては以上のような検討を進め
ている。次に二点目としてあげた東京オリパラを契
機の一つとして惹起される日本のスポーツの場の変
化とはどのようなものであるのか，そのことに論を
すすめたい。東京オリパラが「祝祭資本主義」や
「大災害資本主義」等の「ショック・ドクトリン」と
関わり，新自由主義的経済体制を軸とした日本の社
会再編の転換の契機として現れるとみるならば，東
京オリパラを問うことと，このポスト東京として現
れる転換の方向を問うこととは結びついた，切り離
せない課題であると言える。一言でいえば，それは
新自由主義的なレジームへの移行（の完成）といえ，
従来形成されてきた福祉国家的スポーツを大きく変
えるものになると推察される。言うまでもなく，そ
れは社会保障など，すでにほかの領域で進められて
いる「改革」に追随するものでもある。その転換と
絡み合って創りあげられるスポーツやスポーツ意識
はどのようなものとなるのであろうか。
　その動向について，二つの点から述べてみたい。
一つはスポーツビジネスの動向についてであり，も
う一つは行政の市場化の動向についてである。これ
らはおそらく結合して進められるであろう。ここで
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はそのことを現在の取り組みやプランの延長上で概
観的に推測し，次にこれらの動向の性格とその対抗
点をどのように形成するかという点について論点提
示を行いたい。
　この転換方向の論議とその中のある部分の実施は
すでに開始されている。安倍政権の「日本再興戦略
２０１６」では「新たな有望市場の創出」の一つとして
スポーツの成長産業化があげられ，これをもとに
２０１６年度より経済産業省とスポーツ庁が協働し「ス
ポーツ未来開拓会議」を設置し，検討が開始されて
いる。ちなみにこのスポーツの「未来」を「開拓す
る」会議の中間報告の副題が「スポーツ産業ビジョ
ンの策定に向けて」とあるのは象徴的である。また
これと連動し，関西経団連でもスポーツを主要事業
の一つとして位置づけ，「関西スポーツ振興ビジョ
ン（仮称）」の策定・実行を計画している。日本再
興戦略では現在のスポーツの市場規模：５.５兆円
（２０１５）を，米国を範にして２０２５年には１５兆円まで
引き上げるとの指針を打ち出しているが，これは国
内自動車産業の半分弱の規模の巨大な市場の形成を
意味しており，日本のスポーツの場全体の大きな変
動，とりわけ政策レジームの大きな変更を惹起する
ことが容易に予想される。この流れは９０年代に通産
省が「スポーツビジョン２１」で掲げた構想と連続面
と断続面の双方を持つものであるが，スポーツの供
給構造として，基本的方向は近似している。だが
「スポーツ未来開拓会議」の報告書を読んでも，目
標とする２０２５年時点での１５兆円のスポーツマーケッ
ト形成に比べ，うち出されている方針はスポーツ・
ツーリズム等，一部を除けば未だ明確なものではな
い８）。
　しかしこのような巨大マーケットを形成するには，
一般の人々の日常圏のスポーツ活動を組み込むこと
が必要になると考えられるが，その部分が未だ明確
にはなってはいない。例えば「スポーツ未来開拓会
議」でも様々な想定モデルをあげているが，プロス
ポーツの興行収益としてあげられている市場規模は，
現状では３０００億程度と推計されているにすぎない。

２０２５年の目標値も１.１兆円にとどまっている。これ
に対し，後に間説するが，日常圏のスポーツ行政の
市場化を行った場合の市場規模は，現在の規模でも
約１兆円超えると推計されている。これは施設／設
備関連が計上されていない場合での推計値である９）。
このように日常圏の市場規模はプロスポーツに比べ
ても，現時点で３倍近くの市場規模に上るのである。
例えばこれに関わるものとして，参考までにフィッ
トネスクラブの市場成長率やその業態を見てみよう。
指定管理者制度を介して行政のアウトソーシングと
して徐々に参入を増やしているのはフィットネスク
ラブを経営する企業であり，日常圏のスポーツの市
場化においても参入企業の中心となることが予想さ
れる。
　図１はフィットネスクラブの市場規模の推移と年
次出店数である。現在のところフィットネスクラブ
の市場規模は，目立ってはいないが，すでに単一業
でプロスポーツの興行収益を超えた４５００億円弱の数
値に至っている。フィットネスクラブはアメリカで
の流行と定着，市場形成を模して，特に第二臨調行
革でスポーツ産業の振興策が示されるなかで，新し
い成長領域として多数の異業種巨大資本の参入によ
り急激な展開が行われたものである。その業態はヨ
ガからスカッシュ，トレーニング，スイミングなど
幅広く構成されており，商品展開も健康から美容，
痩身法まで含む幅広い商品ポートフォリオとそれを
結びつけるソフトの構成によって成り立っている
（山下・種子田， １９９７）。その意味では７０年代以降，
国民のスポーツ享受の条件整備のもとで創りあげら
れてきた「社会体育」（生涯スポーツ）とは基本的に
は異なったものであると捉える必要がある。最も異
なる性格は，コマーシャルなどで打ち出されている
イメージとはいささか異なり，そこでは（文化とし
ての）「スポーツ」自体は，一部の競技力養成に特化
した部分を除けば必ずしも全面的にサービス提供さ
れているわけではなく，「フィットネス」を市場商
品として様々に組み合わせた業態展開をおこなって
いるという点にある。またフィットネスクラブは，
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模式化すれば，ビジネス圏，中間ターミナル圏，日
常居住圏などの層別店舗構造を持ち，行政のスポー
ツ供給が居住生活権を想定しているのに比べ，何ら
かの形で行政の区割りを超えた都市圏の住民の生活
サイクルに応じた動的業態展開をとっていることが
特徴である。それぞれのターゲットも異なっており，
施設ニーズ，サービス供給も異なっている場合が多
い。たとえばビジネス圏ではサラリーマンを対象に
したフィットネス器具を中心としたサービス供給で
あるのに対し，生活居住権では水回りの展開─プー
ルを中心としたスイミング教室など，家族等の多層
のニーズに応じた大型の施設展開が行われている。
この意味では，ここでの商品展開の中にはスポーツ
も取り入れられているとは言える。
　このフィットネスクラブ企業は指定管理者制度導
入以降すでにいくつかの地域行政のアウトソーシン
グに参入し，フィットネス事業での経験を踏まえた
サービス内容の事業展開を行っている（出井信夫・
吉原康， ２００６参照）。このことは行政事業が市場化
される，逆から言えばスポーツビジネスの振興に行
政が組み込まれていく萌芽的モデルとなる。
　先にあげた「スポーツ未来開拓会議」の「中間報

告」では，「スポーツ産業の推進に向けた基本的な
考え方」として次の四点があげられている。それら
は，①全ての国民のライフスタイルを豊かにするス
ポーツ産業へ：「モノ」から「コト」（カスタマー・
エクスペリエンス）へ，②「負担（コストセンタ
ー）」から「収益（プロフィットセンター）」へ：「体
育」から「スポーツ」へ，ポスト２０２０年を見据えた，
スポーツで稼ぎその収益をスポーツへ再投資する自
律的好循環の形成，③スポーツ産業の潜在成長力の
顕在化，我が国基幹産業化へ：我が国GDP６００兆円
の実現，スポーツをコアとして周辺産業に波及効果
を生む，新スポーツ産業の創出，④スポーツを通じ
て社会を豊かにし，子どもたちの夢を形にするビジ
ョンを提示，である。
　これらは福祉や保育など，他の領域において進行
中の状況を見るかぎり，それらで行われている新自
由主義的手法にほとんど読み替えることができる。
すなわち，③のスポーツの基幹産業化を軸に，その
実現の手法として，②「負担（コストセンター）」と
しての公的事業を民営化し，それを市場として「収
益（プロフィットセンター）」としていく。そこで
は，①行政の支援のもとでスポーツを享受していた
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図１　フィットネスクラブ産業市場推移
（出典：小倉乙春「フィットネスクラブのマネジメント」原田宗彦編『スポーツビジネス論　第６版』所収，杏林書院，２０１４）



国民一般主体（社会権の権利主体）は，「カスタマー
（顧客）」化し，行政依存ではない，新たなライフス
タイル（スポーツ享受の市場利用のスタイル）を創
り出す，と読み替えることができる。
　こう読み替えることが可能なのは，先に述べたよ
うに，すでにアウトソーシングなどの形態で現実に
行政のスポーツ施策の中での「市場化」が進められ
てきているからである（今井照， ２００６参照）。これ
らは中曽根政権での諮問機関答申「地域におけるス
ポーツ・文化・芸術の振興」（中曽根首相諮問機関
「地域のスポーツ，文化，芸術の振興に関する連絡
会議」文部事務次官通知， １９８３年）および「社会教
育法」を事実上改変して成立した「生涯学習法」
（「生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備
に関する法律」１９９０年）などでその方針が明確に示
されて以降の，政府の民営化路線を柱として推し進
められてきている。しかしその施策の基本方向は，
通産省を中心に日本の関連業界団体，企業，金融，
保険，メディア，研究者等広範囲にわたる委員の共
同により作り上げられた，通産省産業政策局編『ス
ポーツビジョン２１』（１９９０年）で示される。このプ
ランではじめて「中間報告」であげられた「基本的
考え方」の中で核心となる部分である，「③スポー
ツ産業の潜在成長力の顕在化，我が国基幹産業化
へ」という方針が表れる。とはいえその背景の文脈
は，９０年代以降本格的に展開される新自由主義国家
の形成（渡辺治他， ２００２）とはややトーンが異なり，
むしろ前川プランに端的に表される政財界の２１世紀
に向かっての日本経済の構造改革プラン─そこでの
産業の空洞化と先端産業へのシフトに対応した内需
の創造と拡大という政策方向─に組み込まれていっ
た側面が強いと思われる。その意味では，その時点
ではまだ本格的な新自由主義的改革に必ずしも直截
に対応するものではなかったとも言える。このこと
を示すのは１９８７年に成立した「リゾート法」（「総合
保養地域整備法」）に表れた文部省と通産省との主
管領域が事実上日常圏とリゾート圏とに分割して線
引きされ，通産省のプランであるスポーツの市場展

開はこの時点では日常圏には及んでいないように思
えるからである。この段階では各省庁すべてが新自
由主義的政策の枠内への転換には至ってなかったと
思われる。例えばそれは，第二臨調の審議過程で現
れた教科書検定を巡る文部省と新自由主義的傾向を
持つ規制緩和の「自由化派」との対立─従来の国家
検定の継続と国家の介入を外し市場による淘汰とい
う新自由主義的考え方の対立的主張─にあらわれて
いるように，単なる既得権での争いという点を超え
た，本質的に社会統合機能と市場化政策との分担や
領域分け，考え方の整理が十全に行われていなかっ
たからではないかとも思える（原田三朗， １９８８）。
おそらくその統合は，今でも基本的に新自由主義の
原理的な矛盾点─国家のコントロールを排除すると
いうことと市場自体は本来統合機能を持ち得ない，
すなわち国家の統合機能を求めざるを得ないという
原理的な矛盾─の上に成り立たなければならず，潜
在的には常に対立的な施策方向として表れざるを得
ないからであるからと思われる。
　とはいえ本格的な新自由主義的改革はバブルの崩
壊以降，失われた２０年と称される経済停滞の時期の
中で徐々に進められていく。まず行政の市場化は，
スポーツ情報システムなどの構築に見られるインフ
ラ整備などのアウトソーシングから始められるが，
徐々に行政の市場化に関する重要な関連法規の改正
がすすめられていく。その推移は主要な法改正等を
見るならば以下のようである（原田宗彦編， ２０１６，
地域協働型マネジメント研究会編， ２００４）。

１９９９年：PFI法（Private Finance Initiative民間資金

等の活用による公共施設などの整備等の促

進に関する法律）

２０００年：「民間と競合する公的施設の改革について」

（閣議決定）

２００３年：「規制改革・民間開放推進三カ年計画」（閣

議決定）：行政の各分野で，民間開放その

他の規制のあり方の積極的かつ抜本的な推

進をおこなう。
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２００３年：指定管理者制度（地方自治法２４４条の一部

改正：民間事業者が「指定管理者」として

公共施設の運営に関与可能となった）。

２００８年：補助金適正化法の改正（大型の設備・建

物・土地などを含め補助金で得た財産の処

分についての基準の改正。自治体が当初決

めた用途以外に目的を変更する際，国に報

告するだけで自由に転用や処分ができるよ

うになる。）

２０１１年：改正PFI法（「民間資金等の活用による公

共施設等の整備等に関する事業の実施に関

する基本方針の変更について」閣議決定）

　ここで目指されているのは，大竹弘和が「官主導
からPPP（Public Private Partnership）の時代へ」と
示しているように，いずれも「民活」を主眼とした，
「行政，民間企業，非営利組織，市民」によって従来
の行政を担うという方式への転換であり，そのため
に規制緩和や法改正が進められるのである１０）。し
かしこの方式でも実体上は自治体行政の第三セクタ
ー，あるいは地域体育協会の下請けを経たアウトソ
ーシングから，さらに民間企業が内部的な運営の裁
量権を高め，あるいはその自由度を高めていくとい
う方向を辿ることになる。英国のサッチャー政権以
降の行政基調になった方式を参考にして導入され，
同時に運営の基準となっていったPPP方式に基づ
くならば，企画コンペの段階では競争力から見て，
運営実績，安定的運営を考えると圧倒的に企業が優
先的に選択されるのであるから，これは自治体行政
のアウトソーシングから市場化への流れであると言
ってもよいであろう。
　特にここでの方針となるのは財政削減のもとでの
「効率化」であり，VFM（Value for Money）の概念
の導入である。塩田尚人によれば，その考え方は，
「行政サービスの提供に当たっては，利用者である
住民が負担する対価に対して最も価値のあるサービ
スの提供を行うべきであり，……指定管理者として
民間企業やNPOなどを活用した，効率的かつ効果

的な事業を実施していくことが求められる」という
ものである（『指定管理者制度ハンドブック』）。だ
がこの考え方は，住民を市場の顧客として対価ニー
ズを求める対象としておき，その提供者を市場的な
効率性の運用者として考える，全くの市場的発想に
置き換えたものであり，さきにあげた「中間報告」
での「カスタマー・エクスペリエンス」という考え
方に通底するものである。
　その背景には，法人税減税と税制の累進制を弱め
消費税を基幹税化していく，新自由主義的税制改革
による一貫した歳入の減少という問題が存在してい
ることは言うまでもない。この歳入の減少と，将来
の少子高齢化のもとでの歳入のさらなる削減見通し
がしばしば一般に説明されるこの効率化の根拠とも
なっている。しかしそれは政治的問題であるに過ぎ
ないとも言い得る。この点は本稿の課題ではなく，
これ以上の議論をここでは行わない。
　ではこのような消費者主義化の方向はどのような
問題を持っているのであろうか。一言でいえばこの
方式は人権を含む社会権の充足を国がどのように責
任を持って適えるのかという，憲法上の問題を含ん
でいると言い得る。先に新自由主義は経済制度とい
うよりも考え方やコンセプトの問題であるとしたが，
まさにここにはその点─「初期の自由主義」思想が
現れているとも言える。
　憲法には確かにこの初期の思想から生じる自由権
思想が含まれている。この一つは思想信条の自由と
いった，国家の不当な介入を妨げる原則ともなって
いる。しかし他方で含まれているのは，言うまでも
なく歴史的営為の中で積み上げられてきた社会権思
想である。これは憲法では２５条で「すべて国民は，
健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有す
る」とする国民の生存権として明確に規定されてお
り，ここが社会権の根拠規定の中心になっている。
さらにその第二項では「国は，すべての生活部面に
ついて，社会福祉，社会保障及び公衆衛生の向上及
び増進に努めなければならない」として，そのこと
が国の義務である旨明記されている。つまりは公共
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性，あるいは公務の基準はこの点にある。従ってこ
の基準があるからこそ公務と民間の活動は原則とし
て分けられるのであり，国はこの実現に専念しなけ
ればならないのである。たとえば，このことから学
校以外のスポーツの根拠法となってきた「社会教育
法」も，営利を目的とした事業を禁じてきていたの
である。それゆえそれを突破するために，国民の強
い抵抗が存在し法改正が困難であったゆえに，民間
活力の導入を明確に規定した「生涯学習法」を別に
根拠法として成立させることが必要になったのであ
り，同時に自治体法の各種改正も必要になったと言
えるのである。
　たしかに国家に代表される公共は社会権とともに，
自由権的権利として幸福追求権の実現を担保しうる
範囲で市場ベースの民間企業を公共の範囲に含める
こともできる。だが先にも述べたようにPFI，およ
びPPPによる方式，特に地域スポーツの振興に関し
ては，指定管理者制度がその事業の内容も含め裁量
権を拡大していった場合，単なるアウトソーシング
とは異なり，営利事業体としての企業活動と元来福
祉国家施策で据えられていた社会権的公共性とは原
理的に矛盾を持たざるを得なくなる。つまりは社会
権的な意味での権利保証を含んだ公共性という性格
を失っていく恐れが発生するのである。二宮厚美は
この背景になるものとして保険主義や受益者負担主
義という考え方の浸透をあげている（二宮厚美， 
２０１２参照）。つまりこの考え方は，すべての国民の
権利実現の限定を意味することになり，対価主義で
あるとともに，権利の排他性や限定性を結果する。
戦前においてスポーツ要求が一部の資産家層しか満
たすことができなかったのは，そのような社会権的
公共性が未熟であったことによる。
　さて以上のように考えると，行政の市場化や民営
化，受益者負担主義の浸透などの新自由主義的改革
は，二宮の主張するように憲法の人権としての社会
保障との対立，すなわち新自由主義的公共性と社会
権的公共性との対立であるとみなければならない。
行政の効率化，行政の市場化はそもそも憲法の人権

保障として等しく国民に保証されざるべきものの市
場的論理による制限であり，考え方が逆転している
のである。まずは憲法原則に則り，憲法的公共，つ
まりは社会権的公共を充足することが優先されなけ
ればならない。それは市場的効率性とは異なるので
ある。この点が本質的な対立点であると結論できる。
　とはいえその前提には，まずもってスポーツが社
会権的権利保障の対象物であることが再確認されな
ければならない。それではスポーツにおいてこのよ
うな社会権的理解はどのようなものであったのだろ
うか。このことを明確にするために，スポーツの権
利性について少々回り道となるが簡単に説明を加え
たい。

４．社会権としてのスポーツの権利理解 
─スポーツの権利性と憲法的公共性

　スポーツの社会権的権利認識は，東京オリンピッ
ク前後のスポーツ運動によって開始される。「スポ
ーツは万人の権利である」を合い言葉に，すでに６０
年代より青年運動，「新日本体育連盟」（現「新日本
スポーツ連盟」）を中心として「スポーツ権」という
主張が起こされていた。その背景となるのは，６４年
の東京オリンピック以降の国民のスポーツ要求の高
まりをあげることができる。そのような要求と運動
は，７０年代よりコミュニティ政策と関わり地域的な
スポーツ振興政策が開始されたことと結びつき，国，
地方公共団体によるスポーツの条件整備を進めるそ
の要求の根拠ともなるスポーツの社会権的理解を進
めていくこととなる。実質的に７０年代から開始され
る地域スポーツの展開は，日本で初めて普遍的に学
校以外でスポーツが施策展開されたと言ってよいも
のであり，特権的富裕層や競技選手を除いて多くの
国民にとってスポーツを享受できる条件整備が政策
的に展開された歴史的意義を持つものであったと言
える。７２年にはそのような動向を受け，スポーツ施
設等の整備基準を示した「保健体育審議会答申」が
示されたが，これはスポーツの領域で初めてナショ
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ナルミニマムを提示した画期的なものであった。
　さてこのような国や地方行政によるスポーツの条
件整備が進められるとともに，他方でそれを法的に
根拠づける「スポーツ権」の提唱も行われるように
なっていった。これに関わる主張は体育・スポーツ
研究者はもとより，先にも述べた６５年に結成された
民間スポーツ団体の「新日本体育連盟」や民間教育
団体である「学校体育研究同志会」，日本共産党，革
新自治体をすすめる公務労働者等々の運動において
なされ，それらを担い手として起こされたスポーツ
の領域での社会運動の理論的中心軸ともなるもので
あったといえる１１）

　たしかにこの議論の最中では，戦前のスポーツの
国家統制，野球統制令などの負の歴史的経験を引き
合いに国家から距離を置く自由権的主張もなされた
が，権利保障の根拠ともなる社会権的理解の議論が
進められた。それは憲法２５条の生存権を根拠に，と
くにその第二項，国によるその実現の義務を主張す
るものであった１２）。この議論は日本のみで行われ
てきたのではなく１９７５年のヨーロッパ・スポーツ・
フォア・オール憲章（１９７５年）において，また１９７９
年にはユネスコ 体育・スポーツ国際憲章において
「スポーツはすべての人の基本的権利である」と定
められるなど，国際的な理解でもあったと言える。
このような動向は，その後超党派の議論において
２０１１年議員立法として成立した初の国のスポーツに
関する基本法となる「スポーツ基本法」において，
「スポーツを通じて幸福で豊かな生活を営むことは，
全ての人々の権利」であるとして，明確に「スポー
ツ権」が記されるものとなった。しばしば私事的に
捉えられるスポーツを国や公共がその充足の条件整
備に努めなければならないのはこのような権利認識
からである。その意味で先に述べたようにその実現
は公共的なものであり，その公共性は社会権的公共
性といって良く，企業の営利ビジネスで行われる自
由権的公共性とは明確に異なるものと言い得るので
ある。ましてその豊かな実現は国が義務と責任とを
持つものである１３）。

　しかしこれらについて，ここでは三点検討すべき
点を示しておきたい。一つはスポーツプロモーショ
ン論でも批判的見解が示されているように，自由権
的認識の問題，すなわち国家によるスポーツの政策
的展開と諸個人との関連についてである。そこでは
以下のような認識が示されている。「しかし一方で，
本来自由な活動として自己の欲求を充足させる文化
的な身体活動であるスポーツが，行政施策の積極的
な対象となることは，半面スポーツがどのような意
味であれ，政治的課題の対象として一方的にコント
ロールされることをも意味している」１４）。これは他
の分野でも見られる自由権的理解からの国家の介入
問題であり，リバタリアン的発想に基づいてい
る１５）。このことはスポーツ形成史上の規範的軸と
なったアマチュアリズムの私事性とも関連があると
言えよう。すなわちIOC，オリンピック運動にも見
られる「政治性の排除」や，７０年代以前では「経済
的排除」の問題である。しかしそれ以上に体育・ス
ポーツの戦前の軍国主義への加担という苦い歴史的
経験が影響を与えていると考えることができよう。
おそらくスポーツ界で強い影響力を持ち続けている，
ホイジンガを典拠としたプレイ論的なスポーツの理
解と，そこから出発する自己目的的で，手段視を排
除するスポーツ論が幅広く受容されていった背景に
は，このような歴史的に負の経験を基盤としたリバ
タリアン的主張が内在されていると考えることがで
きる。このことの持っている当為基準としての批判
性は，スポーツの商業主義的利用という点でも当初
重要な働きをしたが，この立て方の積極的側面と社
会権的理解の接合が整理される必要がある。先にあ
げたスポーツプロモーション論でも「日々の生活の
なかで行う側の立場からのスポーツへの文化的な論
理（＝スポーツに対する欲求と必要）にどれだけ基
盤を置いて構想されているのかは未だに明らかでは
ないように思われる。人びとのそのような態度や価
値観をどのような立場から育成し，生活のなかの重
要な課題としてスポーツや運動へのかかわりを深め
る学習を行っていくのかは今後の課題であろう」と
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述べられているが，これはまさに至言である。この
ような課題をいかに理論的に，また実践的に筋立て
ていくかが問われるのである１６）。二つ目は，この
こととも関わって，この国庫助成によるスポーツ振
興の根拠づけの反面，公と民間との関係，とりわけ
民の能動的関係の枠組みが十分作り得られてこなか
ったのではないだろうかと思われる問題である。た
とえば松尾匡は次のように述べている。「１９７０年代
には，公的なことは行政の責任であるとして役所の
判断に委ねていたからこそ，市民一人一人は社会公
共のことを日々具体的に意識することがなくなって
しまっていたのではないか。」（松尾他， ２００１， p. １０）
　このことは松尾が指摘するように公共性に対する
主体的関与やそれに対しての人々の社会権上の理解
の弱点として表れているのではないかと思われる。
たとえばドイツでは街路樹の木を１本切るのにも，
市民の討議が始まると言われる。このような公の枠
組みが自己の枠組みの中に含まれる公共性意識が日
本では形成し得ないで来たのではないだろうか。市
民社会の能動的関与の問題である。従って今後の振
興策には市民がどのように関わるものであるのか，
またそのために市民社会，公共圏的空間はどのよう
に作られていかなければならないかなど，そこでの
自治の形成という問題についての検討が必要なので
ある。もっとも７０年代には社会教育論においても，
学校体育論においてもこの問題は主体形成論として
あらわれていたとも言える。この論点を欠落させる
と，結局次に関説する「ボランティアの陥穽」論で
指摘された，市民動員論と結びついてしまうのであ
ろうし，公共圏的な，あるいは市民主体的な装いの
なかでの自立と自己責任の権利論として，受益者負
担主義的な逆ベクトルの方向が働いてしまう可能性
を持つ。このことは中心的課題であるので後に再び
関説したい。
　三つ目は，法理論的にこのスポーツの社会権的理
解は，７２年にナショナルミニマムが提示されて以降
も「プログラム規定」としての根拠にとどめられて
きたことである。プログラム規定とは，憲法の社会

権理解の中で，社会権を国に課された政治的・道徳
的義務にとどまるものと解釈し，具体的権利を保障
したものではないとする解釈である。それを覆すの
はまさに社会権が創られてきたと同じく社会の運動
による。それは憲法上の社会権，生存権の保障を権
利として国に迫るものであるとともに，市民自らこ
の実行の枠組みを生み出すことに関与する必要があ
るという社会運動論的あるいは主体形成の課題が存
在する。
　以上のようにスポーツは社会権として実現されう
るべきものとして捉えることができるのであるが，
そのためにはいくつかの課題をクリアしていく必要
がある。もちろんそれは実現可能性という意味では
当該の時代的制約があるのは言うまでもない。しか
し憲法上の規定として国はこの実現を「国民」に保
証する義務があり，この意味で市場でのスポーツ商
品とは異なり，少なくとも公共として行われるスポ
ーツは憲法規定によって行われるものであると言え
る。これが「公共」である。このような回りくどい
説明を行う理由は，この実現に当たっての市場的な
関与においても，同様の確認の中で行われなければ
ならないと言うことを示すためである。このような
意味において二宮厚美は公共，社会権の実現に取っ
て代わり，新自由主義的政策の中では，効率性，受
益者負担主義，保険主義として公共がつくられてい
くことの問題をあげている。本来的にはこれはすべ
ての国民が享受しうる権利として行われなければな
らない。市場の保険と同じように，応分の受益者負
担主義を原則にした対価的商品として享受しうるも
のとは性格が異なっていると言ってもよい。つまり
は社会保障と同じくスポーツもまた憲法原則でその
享受を保証されうるべきものが，このような「公
共」のとらえ方の中では市場商品と同じ買い取るも
のとなってしまうのである。行政の市場化はそのよ
うな憲法上の重大な問題を持っているといえる。先
にあげたスポーツプロモーション論の中で，「人び
とのそのような態度や価値観をどのような立場から
育成し，生活のなかの重要な課題としてスポーツや

立命館産業社会論集（第５４巻第１号）22



運動へのかかわりを深める学習を行っていくのかは
今後の課題であろう」と指摘されているが，社会権
的公共としての主体者形成課題も，現在のイデオロ
ギー状況のもとでは単に商品消費者としての受動的
態度となってしまう可能性があることを銘記してお
かなければならないだろう。いずれにせよ，再度繰
り返すならば，公共とはこのような憲法上の社会権，
生存権を根拠に持つものであり，それに関する市民
の能動的関与に関わるものと理解されうるのである。
　ただし行政における民間企業へのアウトソーシン
グは，手段としての合理性が存在するならばあり得
ることである。このことはスポーツレジーム論の提
起とともに述べておかなければならない（註１７参
照）。だが現実には指定管理者制度においても内容
の構成まで企業サイドのものとなった場合はその原
則を貫徹していくことは困難である。企業はあくま
で採算性と利潤原則によって活動するものだからで
ある。従ってそこには何らかの受益者負担主義や保
険主義，また市場的効率性が含まれてくることにな
る。従って公共の役割を市民や企業など様々な市民
主体で担うとした政府の「新しい公共性」宣言にお
いても，市民社会の互助システムによって行われる
例が示されているが，企業活動は原則的にも現実的
にもそれとは異なる原理で動いているのは当然のこ
とであり，生活と地域の主体である市民や，また行
政の公務労働とは異なっている。従って憲法上の意
味を持つ公共の担い手は限定的に行われざるを得な
いのである。たとえば地域協働型マネジメント研究
会が公刊している『指定管理者ハンドブック』では，
企業参入の見通しについて率直な象が描かれている
（地域協働型マネジメント研究会編， ２００４）。そこで
も地域住民，NPO，行政などの地域的協同が示され
ているが，そのイニシアティヴは「新しいビジネス
チャンスが広がる」，「新しいビジネスモデルの創出
も期待できる」企業サイドに事実上置かれることが
示されている。これまでの説明でこの協同が社会権
的公共性の性格とは異なることは理解しうるであろ
う。それは新自由主義型のスポーツ振興モデルとい

ってもよい。すなわち，その柱となるのは制度的に
は行政の市場化，供給のミックス化，委託事業化
（アウトソーシング）など１７），他方，原理的には次
に述べる「自助・共助」「自律と自己責任」「受益者
負担主義」，総じて二宮氏の指摘する保険主義的枠
組みにもとづく「新しい公共論」となるのである。

５．市民社会と対抗基盤形成の可能性

　さて以上検討したようにポスト東京のスポーツは
従来の福祉国家的なレジームを崩しながら新自由主
義的なスポーツレジームへの傾斜が一層進んでいく
ように思える。それは新自由主義的な自由性により
構成される新しい公共性と，社会権的公共性という
対立的構図の中で展開されていく可能性がある。そ
れは他の領域でも，また現在の日本社会のあらゆる
領域で顕現化している「格差社会」，あるいは「新階
級社会」と言われる状況が原理的にはスポーツの場
面でも表れてくる可能性があるということを意味し
ている。原理的に誰にでも，というナショナルミニ
マムを保証し得ない非社会権的公共性の中ではこの
ような状況は起こりえる。これに対して私たちはど
のような対抗基盤を用意するべきであろうか。
　ここではこれに関していくつかの議論と方向とを
提示するにとどめたい。現在のプロジェクトでの検
討段階では更なる思考テストや検証が必要だと思わ
れるからである。
　第一に，比較的多くの論者により主張されるのは，
市場─国家のどちらからも独立した市民領域，ある
いはその意味での市民社会領域を介して民主主義を
活性化していくという方策である１８）。だが，本稿
でも度々引用してきた二宮厚美はこの意見に対して，
NPO等の諸活動や社会的連帯を持って形成される
「新しい社会保障」には与し得ないという見解を表
明する。それはあくまで福祉国家的公共圏，あるい
は公共性の形成は「階級的公務労働者と住民自治」
によるとするからである１９）。
　同様に，このことについては，確かにボランティ
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ア論の中でも二つの異なる見解が存在する。一つは
中野敏夫が先鞭をつけ，その後幾人もの論者により
主張される「ボランティアの陥穽」あるいは「動員」
論からの警鐘である（中野敏夫， １９９９）。この論点
を引く仁平典宏の紹介を引用すると「ボランティア
活動は，いかにそれが『自発的』に行われていよう
とも，行政コストを減らし社会に適合的な『主体』
を用意するという意味でシステム転換の要請に従っ
ており，新たな管理形態を支えるもの」である。
「動員モデルは，権力（国家や『システム』など）が，
各主体を，自発的に（時に強制的に）権力に奉仕さ
せるようにし向けているという観察の枠組である。
この視角によると，現在の参加型市民社会は，経済
的グローバリズムやネオリベラリズム的秩序に奉仕
するように構成されている」。しかしこの市民領域
の組み込みは新自由主義の展開の中では必然的に生
み出される。なぜならそこでは「社会保障制度の縮
小や経済規制の緩和，公的領域の民営化・準市場化
が進むが，社会保障費削減の前提として，公的サー
ビスを国に代わって代替する市民社会が必要とされ
る」からである（仁平典宏， ２０１１， pp. ４-５.）。
　他方での見解は，そのことを一定程度認めながら
も，マルクス主義の側から弁証法的な「否定の否
定」の論理により可能性をくみ上げる見解である。
この代表的な論者として斉藤日出治をあげることが
できる。斉藤は，現代社会はグローバル化を動因と
し国家主権の相対化がすすみ，他方新自由主義経済
政策も市場中心主義の中で国家の制御能力を衰退さ
せるとする。しかし市場は本来社会統合機能を持た
ないから，新しい公共的関係を築こうとする市民社
会活動が活発化する。それに依拠した公共領域の政
策がつよまるなかで市場とも政府とも異なる第三の
公共性を産み出す可能性を持つ，として，市民的自
治の可能的契機が表れると主張する。しかし斉藤は
このことは可能性にとどまるものであり，そのため
にはグローバルな市民権感覚の成熟，自治の具現化
の内容となる「公共圏」の形成が進む必要があると
して，市民的自治の成熟を展望する（斉藤日出治， 

１９９８， ２００３， ２０１０）。
　斉藤日出治の見解は必ずしも二宮厚美の見解と対
立しているものではない。確かに「階級的公務労働
者」というエージェントはここでは見られないが，
現実の場面では「住民」は公務労働者と別個に行動
する場合もあれば一緒に活動する場合もある。「住
民」の実態もボランティアの場合もあれば，NPOの
構成員である場合もある。その意味では決して対立
するものではない。ただし中野敏夫の指摘した動員
モデルに陥る可能性は確かに存在する。それはボラ
ンティアの呼びかけの中には，仁平典宏も指摘する
ように自己充足的満足を得られることをキャッチフ
レーズとして，巧みに行政施策の枠組みに誘導して
いく言説の組み立てが少なからず存在するからであ
る。
　だが果たしてどうであろう。それならばほかにど
のような可能性を見いだせるのであろうか。これに
関わり重要と思われるのは，松尾匡の指摘する住民
の公共性認識についての内省的指摘である。やや長
くなるが引用すると松尾は以下のように問題点を指
摘する。「１９７０年代には，公的なことは行政の責任
であるとして役所の判哳にゆだねていたからこそ，
市民ひとりひとりは社会公共のことを日々具体的に
意識することがなくなってしまっていたのではない
か。それだからこそ，８０年代に保守系政治がこれら
を切り捨てていった時，多くの人々がそれを深刻視
せずに許してしまったのではないか。公共事の判断
を役所にゆだね，市民がかやの外にいたからこそ，
役所の判断する公共性が真の公共性からズレて，一
部の官僚や政治家やそれと結託した一部の業者の利
権によってゆがめられるといったことが横行したの
ではないか」。
　それに対して松尾は，「このような悲惨な状況の
中で，自らの手で問題を実際に解決する取り組みに
乗り出したのである。福祉も環境保護も中心市街地
活性化も，市民が自分達の身の回りで自分達自身の
手で実現することができる。そこにおいては，何が
真に公共的なことかは，実際に取り組む市民ひとり
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ひとりが自ら考えて自由な事業として様々に打ち出
し，それを周囲の市民ひとりひとりが自発的に学び
とっていく中で，本当に社会公共に貢献するものは
伸び，そうでないものは袞退していくという形で，
結果として実現するものである。それゆえ公共事を
役所に任せていた１９７０年代と異なり，市民ひとりひ
とりが何が公共的なのかということについて日常的
に意識することになるし．そのための事業が真の公
共性からズレたまままかり通りつづけることもなく
なる」として，市民社会の各種の活動の可能性に自
己形成的，自治主体の形成の意味を見いだすのであ
る（松尾匡， ２００１， pp. １０-１１）。このようなことは
１９７０年代の社会教育において，自治主体の形成論と
して実践的にも取り組まれていた。まさにその時点
では二宮の主張するように公務労働者と住民との協
同のもとでこの取り組みは進められたのである。ス
ポーツの場面でも三鷹方式としてシビルミニマムの
策定と結びついて行われた実践も存在していたので
ある。しかしどうであろう。一方で市民の消費者と
しての主体形成がすすめられ，他方で組合活動など
の衰退など公務労働者の「階級性」が薄れていく現
状の中では，公務労働者も巻き込んでではあるが，
なにより市民主体の形成をあらためて中心に焦点づ
けていかざるを得ないのではないだろうか。筆者の
関与している中でも，NPO等の市民活動には逆に
公務労働者も積極的に参加している実態がある。従
ってこの市民領域での活動を媒介とすることは戦略
的にも極めて重要なのではないだろうか。とりわけ
そこでの主体形成課題があらためて焦点に据えられ
る必要があるのではないだろうか。
　ただし，「公共圏」は必ずしも「陣地戦」にはなり
得ないというのも確かである。それはボランティア
やNPOもまた潜在的に動員され，新自由主義的な
構図へはめ込まれていくという可能性を絶えず持ち
得るからである。その意味では新しい社会運動を提
唱するメルッチの着目する「スタイル」の重要性が
検討されなければならない（メルッチ， １９９７）。そ
れは自生的に起こった集団における意思決定や合意

形成に至る組織マネジメントの革新性とそこから生
み出される主体性について述べたものである。その
形成においてこそ市民領域での公共圏は対抗性を持
ち得ることになるのであろう。紙数も尽きたのでこ
の課題は留保している検討課題と共にあらためて公
刊する書籍において詳論したい。

註
１） ルイ・アルチュセール，西川長夫他訳『再生産
について』平凡社，２００５。「第６章　国家と国家
の諸装置）参照。

２） 以下の文献参照。デービッド・ジェリー，清野
正義他編『スポーツ・レジャー社会学─オールタ
ーナティヴの現在』道話書院，１９９５。関春南『戦
後日本のスポーツ政策─その構造と展開』大修館
書店，１９９７。

３） YOSHIFUSA, Ichi,. “Creative reconstruction 
and 2020 Tokyo Olympic Game: Disaster 

Capitalism, Celebration Capitalism and Olympic 

legacy”, London, Rio, Tokyo Olympics Symposium, 

London University, 2017/06/10.

４） セントルイス市は，シカゴ市の南約５００kmに位
置し，ミシシッピ川とミズーリ川の水運によって
水上交通の要衝として発展し，シカゴとその繁栄
を競っていた。１９０３年にはルイジアナ買収１００年
を記念する，いわゆる「セントルイス世界博」を
開催する予定であった。同市は戦略的にアマチュ
ア運動連合に接近し，陸上競技会を招致し，また，
最終的に世界博を一年延期するといった手段を使
い，翌１９０４年に世界博とオリンピックを同時開催
するに至っている。招致には成功したが，航路と
鉄道の両方の輸送手段の発達をみたシカゴに，産
業的覇権争いにおいては破れることとなった。

５） １９０６年にシカゴの経財界の有力者，資産家，慈
善家の団体であるマーチャントクラブ（後にコマ
ーシャルクラブと合併）は，ダニエル・バーナム
をシティープランナーとして雇用し，資金を提供，
全面的なサポートを行い，１９１０年には市当局によ
って「シカゴ・プラン」が採用されることとなっ
た。

６） オーエンスは１９３３年，ベルリン大会出場前の高
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校時代にシカゴの競技会で最初に全米的な注目を
浴びが，そのことに由来して名付けられたシカゴ
市にある公園である。

７） スピーチの内容は，「小さなプレイグラウンド」
が，子どもや将来のオリンピアン・パラリンピア
ンにとって安全に過ごせる場所というだけでなく，
コミュニティの機能を強化する場であり，更にシ
カゴではそれがオリンピックに繋がる最初の一歩
であるというものであった。

８） スポーツ庁『スポーツツーリズム需要拡大のた
めの官民連携協議会 報告書　スポーツツーリズ
ム 需要拡大戦略』２０１８，参照。

９） 地域協働型マネジメント研究会編『指定管理者
制度ハンドブック』。特に大竹弘和「第４章３．
新しいビジネスチャンスの創出」参照。また原田
宗彦編『スポーツ産業論６版』杏林書院，２０１６も
参照されたい。

１０） 大竹弘和「３章スポーツ施設産業」原田宗彦編，
同上書所収参照。

１１） 新日本スポーツ連盟『スポーツは万人の権利～
新日本スポーツ連盟５０年の歩み』２０１５。新日本ス
ポーツ連盟HP（http://www.njsf.net/zenkoku/）。
特にここではスポーツ権に関わる各種憲章，宣言，
国連決議などの全文を閲覧することができる。ま
た「スポーツ権とはどんな権利？」２００１年２月８
日（木）「しんぶん赤旗」（http://www.jcp.or.jp/
 faq_box/001/210208_faq.html　２０１８.０５.１５閲覧）
も簡略な運動史が記されている。さらに，西沢富
夫編『新しい時代のスポーツ』新日本出版社，
１９８３も参照されたい。

１２） また体育的理解から２６条（教育を受ける権利，
教育の義務）より根拠づける議論も存在している。
以上の２５条２６条の根拠規定とする考え方はスポー
ツ権の法的権利性という観点からの議論であり，
他にも新しい権利を考える場合に通例とされる１３
条（幸福追求権）を根拠とする議論も存在してい
る。だがこの規定はむしろ国家の介入・干渉を受
けないとする自由権的規定であり，国の義務や責
任を明確にしたものとはならないとも考えられる。

１３） この点に関し尾林芳匡は，スポーツ施設の事故
事例をもとに商業施設とは異なる公の体育施設の
存在意義について論じている。それによれば公の

体育施設は「利用料金を負担できる能力の大小に
かかわらず，国民すべての社会権としてスポーツ
が確立され，権利として実質的平等が保障され」
る点にこそ，その存在意義があり，「勤労者や障
害者がスポーツをする権利を実質的な意味で平等
に保障する」ことが求められるとしている。（榊
原秀訓，尾林芳匡編著，２００６，１６０頁）。

１４） 日本体育協会「我が国のスポーツプロモーショ
ン」http://www.japan-sports.or.jp/Portals/0/
 data0/publish/pdf/h24_seigo2_21.pdf

１５） 小野塚知二編著『自由と公共性─介入的自由主
義とその思想的起点』日本経済評論社，２００９およ
び佐伯年詩雄監修『スポーツプロモーション論』
明和出版，２００６なども参照されたい。

１６） この論点では，松村和則氏らの一連の研究が参
考となる。伊藤惠造，２００９。また伊藤惠造，松村
和則，２００９，参照。

１７） 注意しなければならないのは，このことは社会
権的公共という枠内で言い得るということである。
私は現状の供給構造を考えると，むしろスポーツ
の「供給構造」はエスピン・アンデルセンの分析
にあるように，公共体，市場，NPOやボランティ
アによるセクターを含めたスポーツレジームとし
て捉える必要があり，国家の単一供給を前提にし
た福祉国家論的枠組のみでは現状を正確に反映し
得ないと考える。このことについては山下高行， 
２００９と笹生心太， ２０１６を参照されたい。

１８） ポール・ハーストや近年ではパットナムのソー
シャル・キャピタル論が注目されている。これら
の論点や批判点については新川敏光（２０１４）に詳
しい。また坂本治也，後房雄等もこのような観点
から市民主体の可能性を検討している。

１９） 二宮厚美，２０１２，p. ２５０および注（１０）参照。二
宮は，「自治体にそくしていえば，公務労働が国
家官僚制に対決し，官僚機構を掘り崩すことがで
きるのは，民主主義と住民自治に依拠するときで
ある」からであるとする。このことと関わり二宮
は芝田進午の『公務労働』から，「自治体労働者は
労働者階級の知識人として，地域の労働者を団結
させるセメントのような役割を果たさなければな
らないのではないでしょうか」という一説を抜き
出して公務労働者の役割を示すが（二宮厚美，
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２０１１），これこそ実体上は地域の専門家としての
保健体育教師の役割でもある。この旨付言してお
きたい。
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